
里親制度
（資料集）

平成30年10月
厚生労働省 子ども家庭局 家庭福祉課



種類 養育里親 養子縁組里親 親族里親専門里親

対象児童

要保護児童 次に挙げる要保護児童のうち、
都道府県知事がその養育に関し
特に支援が必要と認めたもの

①児童虐待等の行為により心身
に有害な影響を受けた児童

②非行等の問題を有する児童

③身体障害、知的障害又は精神
障害がある児童

要保護児童 次の要件に該当する要保護児童

①当該親族里親に扶養義務のある
児童

②児童の両親その他当該児童を現
に監護する者が死亡、行方不明、
拘禁、入院等の状態となったこ
とにより、これらの者により、
養育が期待できないこと

登録里親数 9,073世帯 689世帯 3,798世帯 526世帯

委託里親数 3,180世帯 167世帯 309世帯 513世帯

委託児童数 3,943人 202人 301人 744人

里 親 制 度 の 概 要
○里親制度は、児童福祉法第27条第１項第３号の規定に基づき、児童相談所が要保護児童（保護者のない児童又は保

護者に監護させることが不適当であると認められる児童）の養育を委託する制度であり、その推進を図るため、
・平成14年度に親族里親、専門里親を創設
・平成20年の児童福祉法改正で、「養育里親」と「養子縁組を希望する里親」とを制度上区分
・平成21年度から、養育里親と専門里親について、研修を義務化
・平成29年度から、里親の新規開拓から委託児童の自立支援までの一貫した里親支援を都道府県（児童相談所）の業
務として位置付けるとともに、養子縁組里親を法定化し、研修を義務化

里親に支給さ
れる手当等 一般生活費（食費、被服費等。1人当たり月額）乳児 58,570円、 乳児以外 50,800円

その他（幼稚園費、教育費、入進学支度金、就職支度費、大学進学等支度費、医療費、通院費等）

※平成29年度に引き上げ（それ以前は児童１人当たり、養育里親72,000円、専門里親123,000円）

里親手当 養育里親 86,000円（2人目以降43,000円）
（月額） 専門里親 137,000円（2人目以降94,000円）
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小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）の概要

１．事業内容
小規模住居型児童養育事業は、養育者の家庭に児童を迎え入れて養育を行う家庭養護の一環として、要保護児童

（保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童）に対し、この事業を行う住居に
おいて、児童間の相互作用を活かしつつ、児童の自主性を尊重し、基本的な生活習慣を確立するとともに、豊かな人
間性及び社会性を養い、児童の自立を支援する。

２．法律上の根拠 児童福祉法第６条の３第８項

３．実施主体 都道府県、指定都市、児童相談所設置市

４．運営主体（事業者） 都道府県知事等が適当と認めた者

５．職員配置について 養育者２名（配偶者）＋補助者１名、又は養育者１名＋補助者２名

※ 養育者は、小規模住居型児童養育事業を行う住居に生活の本拠を置く者に限る。
（それ以外は補助者）

６．ホームへの入居 児童福祉法第27条第１項第３号の規定に基づき、児童相談所が要保護児童の養育を委託

７．補助根拠 児童福祉法第５３条

８．補助率 １／２（国１／２、都道府県･指定都市・児童相談所設置市１／２）

９．ホーム数、委託児童数 ホーム数：３１３か所、委託児童数：１，３５６人（平成２９年３月末現在）
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里親登録（認定）の要件

①要保護児童の養育についての理解及び熱意並びに児童に対する豊かな愛情を有していること。
②経済的に困窮していないこと（親族里親は除く。）。
③里親本人又はその同居人が次の欠格事由に該当していないこと。

ア 成年被後見人又は被保佐人（同居人にあっては除く。）
イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
ウ 児童福祉法等、福祉関係法律の規定により罰金の刑に処され、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
エ 児童虐待又は被措置児童等虐待を行った者その他児童の福祉に関し著しく不適当な行為をした者

養育里親 専門里親 養子縁組里親 親族里親

・養育里親研修を修了し
ていること。

※年齢に一律の上限は設け
ない。養育可能な年齢であ
るかどうかを判断。

・専門里親研修を修了していること。

・次の要件のいずれかに該当すること
ア 養育里親として３年以上の委託児童

の養育の経験を有すること。
イ ３年以上児童福祉事業に従事した者

であって、都道府県知事が適当と認
めたものであること。

ウ 都道府県知事がア又はイに該当する
者と同等以上の能力を有すると認め
た者であること。

・委託児童の養育に専念できること。

※年齢に一律の上限は設けない。養育可能
な年齢であるかどうかを判断。

・養子縁組里親研修を修了して
いること。

※一定の年齢に達していることや、
夫婦共働きであること、特定の疾
病に罹患した経験があることだけ
をもって排除しない。子どもの成
長の過程に応じて必要な気力、体
力、経済力等が求められることな
ど、里親希望者と先の見通しを具
体的に話し合いながら検討。

・要保護児童の扶養義務者及
びその配偶者である親族で
あること。

・要保護児童の両親等が死亡、
行方不明、拘禁、疾病によ
る入院等の状態となったこ
とにより、これらの者によ
る養育が期待できない要保
護児童の養育を希望する者
であること。

基本的な要件

＋

里親名簿への登録 親族里親の認定

都道府県児童福祉審議会の意見聴取

５年ごとの登録の更新（更新研修の受講） ※専門里親は２年ごと 3
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更新研修１日
・社会情勢、改正法
・行動の理解
・養育上の課題に対応する研修等

専門里親研修
※障害児の特徴や福祉サービス等につ
いての講義・演習を追加。

登録までの研修

施設実習
・未委託里親

のみ

専門里親研修

養育里親委託経験３年以上等

更新研修

里

親

希

望

ガ
イ
ダ
ン
ス
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・
里
親
支
援
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に
よ
る

講
演
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・
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明
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の
実
施

児童相談所に対して登録申請 家庭訪問・調査
児童福祉審議会から

意見聴取

２年毎の
修了認定

児童福祉の経験等を有する者

５年ごとに更新研修を受講

（都道府県より更新通知）
更
新

修
了
証

登録前研修２日
・最低基準
・子どもの心と体
・子どもの権利
擁護など

実習２日程度
・実践的実習

など

①養育里親の里親研修と登録の流れ
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目 的 期 間 内 容

(1)基礎研修

・養育里親を希望す
る者を対象とした
基礎研修

①社会的養護における里親制度
の意義と役割を理解する

②今日の要保護児童とその状況
を理解する（虐待、障害、実
親がいる等）

③里親にもとめられるものを共
有する（グループ討議）

１日
＋
実習１日程度

①里親制度の基礎Ⅰ

②保護を要する子どもの理解について（ex保護を要する子ど
もの現状、児童虐待問題）

③地域における子育て支援サービス（ex地域における子育て
相談・各種支援サービス等）

④先輩里親の体験談・グループ討議（ex里親希望の動機、里
親にもとめられるもの）

⑤実習（児童福祉施設の見学を主体にしたもの）

(2) 認定前研修

・基礎研修を受講し、
里親について概要
を理解した上で、
本研修を受講する

・本研修を修了、養
育里親として認定
される

社会的養護の担い手である里親
として、子どもの養育を行うた
めに必要な知識と子どもの状況
に応じた養育技術を身につける

２日
＋
実習２日程度

①里親制度の基礎Ⅱ（里親が行う養育に関する最低基準）

②里親養育の基本（ﾏｯﾁﾝｸﾞ、交流、受託、解除までの流れ、
諸手続等）

③子どもの心（子どもの発達と委託後の適応）

④子どもの身体（乳幼児健診、予防接種、歯科、栄養）

⑤関係機関との連携（児童相談所、学校、医療機関）

⑥里親養育上の様々な課題

⑦児童の権利擁護と事故防止

⑧里親会活動

⑨先輩里親の体験談・グループ討議

⑩実習（児童福祉施設、里親）

(3) 更新研修

・登録または更新後
５年目の養育里親

・登録有効期間内に
受講し登録更新す
る

養育里親として児童の養育を継
続するために必要となる知識、
新しい情報等を得る。

１日程度

※未委託の里
親の場合は、
施設実習
（１日）が
必要

①社会情勢、改正法など（ex 子どもをとりまく最新情勢、児
童福祉法・児童虐待防止法改正等の制度改正）

②児童の発達と心理・行動上の理解など（ex子どもの心理や
行動についての理解）

③養育上の課題に対応する研修（ex受講者のニーズに考慮し
た養育上の課題や対応上の留意点）

④意見交換（ex受講者が共通に抱えている悩みや課題につい
ての意見交換）

②里親研修カリキュラム(例) ・・・実施機関は、都道府県（法人、NPO等に委託可）
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年度

児童養護施設 乳児院 里親等※ 合計

入所児童数 割合 入所児童数 割合 委託児童数 割合 児童数 割合

(人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％)

平成１８年度末 29,808 82.2 3,013 8.3 3,424 9.5 36,245 100

平成１９年度末 29,823 81.8 2,996 8.2 3,633 10.0 36,452 100

平成２０年度末 29,818 81.3 2,995 8.2 3,870 10.5 36,683 100

平成２１年度末 29,548 80.8 2,968 8.1 4,055 11.1 36,571 100

平成２２年度末 29,114 79.9 2,963 8.1 4,373 12.0 36,450 100

平成２３年度末 28,803 78.6 2,890 7.9 4,966 13.5 36,659 100

平成２４年度末 28,233 77.2 2,924 8.0 5,407 14.8 36,564 100

平成２５年度末 27,465 76.2 2,948 8.2 5,629 15.6 36,042 100

平成２６年度末 27,041 75.5 2,876 8.0 5,903 16.5 35,820 100

平成２７年度末 26,587 74.5 2,882 8.0 6,234 17.5 35,703 100

平成２８年度末 26,449 73.9 2,801 7.8 6,546 18.3 35,796 100

（資料）福祉行政報告例（各年度末現在）※ 平成22年度の福島県の数値のみ家庭福祉課調べ

里親等委託率

○里親制度は、家庭的な環境の下で子どもの愛着関係を形成し、養護を行うことができる制度

○里親等委託率は、平成１８年３月末の９．５％から、平成２９年３月末には１８．３％に上昇

※ 「里親等」は、平成２１年度から制度化されたファミリーホーム（養育者の家庭で５～６人の児童を養育）を含む。
ファミリーホームは、平成２８年度末で３１３か所、委託児童１，３５６人。多くは里親、里親委託児童からの移行。

里親等委託率の推移
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６９都道府県市別里親等委託率（平成２８年度末）

里親等委託率は、自治体間の格差が大きい
全国： １８．３％
最小： ８．３％ （堺市）
最大： ５１．１％ （新潟市）

里親・ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ委託児童数
※ 里親等委託率（％）＝

乳児院入所児＋児童養護施設入所児＋里親・ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ委託児

資料：平成２８年度福祉行政報告例
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総 数
児童福祉への

理解から
子どもを育て
たいから

養子を得たい
ため

その他 不 詳

3,481 1,515 1,069 434 428 35

100.0% 43.5% 30.7% 12.5% 12.3% 1.0%

※児童養護施設入所児童等調査（平成25年２月１日現在）

総 数 ５年未満 ５年～９年 10年～14年 15年以上

3,481 1,517 931 433 600

100.0% 43.6% 26.7% 12.4% 17.2%

○里親申込の動機

○登録期間

総 数 1人 2人 3人 4人 不詳

3,481 2,585 666 176 53 1

100.0% 74.3% 19.1% 5.1% 1.5% 0.0%

○委託児童数

総 数 30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 いない 不 詳

里 父
3,481 14 207 712 1,070 1,093 382 3

100.0% 0.4% 5.9% 20.5% 30.7% 31.4% 11.0% 0.1%

里 母
3,481 26 251 1,010 1,151 966 75 2

100.0% 0.7% 7.2% 29.0% 33.1% 27.8% 2.2% 0.1%

○里親の年齢

※児童養護施設入所児童等調査（平成25年２月１日現在）

※児童養護施設入所児童等調査（平成25年２月１日現在）

※児童養護施設入所児童等調査（平成25年２月１日現在）
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※児童養護施設入所児童等調査（平成25年２月１日現在）

総 数
社会福
祉事業
従事者

教 員
専門・
技術

管 理 事 務 販 売
農林・
漁業

単純
労働

サービス 宗教家
その他の

就業
不 詳

3,481 221 100 648 185 383 192 134 181 254 371 480 332

100.0% 6.3% 2.9% 18.6% 5.3% 11.0% 5.5% 3.8% 5.2% 7.3% 10.7% 13.8% 9.5%

○里親の職業

総 数 平均所得金額 回答世帯数

里親家庭 591.8万円 3,481世帯

一般家庭 537.2万円 50,112千世帯

○年間所得

※児童養護施設入所児童等調査（平成25年２月１日現在） ※一般家庭は「平成25年国民生活基礎調査」

総 数
自 家 借 家

間 借 その他 不 明 不 詳一 戸
建 て

集 合
住 宅

一 戸
建 て

集 合
住 宅

公 営
住 宅

公社・
UR住宅

給 与
住 宅

3,481 2,535 257 187 272 113 12 31 4 48 4 18

100.0% 72.8% 7.4% 5.4% 7.8% 3.2% 0.3% 0.9% 0.1% 1.4% 0.1% 0.5%

○住宅所有状況

○就業状況（平成29年３月１日現在） ※家庭福祉課調べ

委託里親数 里親の構成 里親の就業状況

4,195
（100%）

夫婦世帯
3,668

（87.4%）

共働き 1,633 （38.9%）

一方が働いている 1,784 （42.5%）

どちらも働いていない 251 （6.0%）
ひとり親世帯

527
（12.6%）

働いている 325 （7.7%）

働いていない 202 （4.8%）

※児童養護施設入所児童等調査（平成25年２月１日現在）
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